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研究成果の概要（和文）：本研究は馬英九総統（台湾）と胡錦濤主席（中国）時期の中台関係の

主要な政治・経済トレンドを明らかにした。馬総統が中国大陸との関係を安定化させたことに

より、中台の経済関係は急速に緊密化し、台湾の対中国経済依存度は急上昇した。他方で、台

湾における台湾人アイデンティティは、中台の接触が増大したことでかえって強化された。尖

閣諸島問題に関しても、馬英九政権は中国ではなく、日本との協力関係樹立を選択した。これ

らことは、分裂国家における経済的な相互依存が、必ずしも政治的な統合をもたらさない可能

性を示唆している。 

 
研究成果の概要（英文）：This study offers an analysis of the major political and economic 

trend surrounding the relations between Taiwan and the mainland China under president 

Ma Ying-jeou in Taiwan and president Hu Jintao in the PRC. President Ma sought to 

rebuild a stable relationship, and the Cross-Strait economic relationship has deepened 

rapidly, and Taiwan’s economic dependence on the mainland China has sharply risen. On 

the other hand, Taiwanese identity in Taiwan has been strengthened through frequent 

Cross-Strait exchanges. Moreover, Taiwan formally announced that there was no basis for 

Cross-Strait action on Diaoyutais, and chose Japan as a counterpart of cooperation, not the 

mainland. These outcomes imply the possibility that mutual interdependence between 

divided nations could not necessarily cause political integration.  
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湾は経済的に発展したとはいえ、承認国が少
なく、同盟国もなく、武器を売却する国も僅
かである。台湾の存在と安全は米中という大
国の政策に依存しているのであり、基本的な
安全が保障されない構造の下で、台頭する中
国に対して台湾の選択肢は年々狭まってい
る。 

長年台湾は国防強化と米日両国との実質的
な関係強化を重視してきた。中国が、極端な
独裁体制であり、国際経済から孤立し、周辺
諸国・地域を武力で脅すような国であれば、
台湾が自らの事実上の独立を維持するため、
強大な脅威に対して他国と連合するという
典型的な勢力均衡政策は、比較的容易に内外
での支持を獲得することができる。 

ところが、中国は改革開放を経てポスト冷
戦期に至り、ソ連の轍を踏むことを意識的に
避け、世界経済との統合を追求し、日米露を
含む大国や周辺諸国との協調を追求してき
た。1996 年の第 3 次台湾海峡危機以降、中
国は「中国脅威論」を打ち消すために多大な
努力を払い、自らを「責任大国」と位置づけ、
米国の反テロ戦争にも協力的となり、北朝鮮
の核開発問題に対し調停外交を試みるまで
になった。何よりも、台湾経済の対中国依存
は年々非常に強くなっている。台湾にとって
中国に対する単純な勢力均衡政策はすでに
不可能になっていたのである。 

2000年に登場した独立派の陳水扁政権は、
後年の一般的イメージとは異なり、成立当初
中国との良好な関係を模索して、様々な施策
を打ち出した。ところが、中国側のポジティ
ブな反応を得られず、陳水扁政権は中国を挑
発することを自らの再選に利用するように
なっていった。そして、陳水扁政権の台湾独
立路線は、胡錦濤政権に現場維持を主軸とし
た新たな対台湾政策をとらせることを強い
ていった。こうした転換は米中間の協調を後
押しし、台湾海峡の現状変更を試みているの
は台湾であるという印象が強められた。その
結果陳水扁政権は孤立し、民主進歩党は 2008

年に下野し、政権を中国国民党に奪還された
のであった。 

 

２．研究の目的 

本研究は、中国が大国化したことにより、
台湾が「繁栄と自立のディレンマ」に陥るよ
うになった中台関係の構造を明らかにする
ことを目的としている。 

中国国民党の分裂という歴史のアクシデ
ントから生まれた陳水扁政権は、中国の対台
湾政策を中長期的な現状維持志向に転換さ
せたにもかかわらず、かえって対中融和的な
馬英九政権の誕生を迎える役割を果たした
ということができる。しかも、ポスト冷戦期
に一極優位を誇った米国の影響力は、イラク
戦争を通じて急速に衰退し、台湾の後ろ盾と

しての役割を縮小した。こうして馬英九政権
は、中国との関係改善という宿命的課題を背
負って誕生することとなった。 

馬英九政権は、こうした背景の下、就任一
年あまりの間に中台間の非公式対話を再開
させ、直航便を定期化し、中国からの観光客
を受け容れ、中国からの投資を拡大し、金融
協力や犯罪者引き渡しなどの協定を結ぶな
どして、急速に中国との関係緊密化を進めた。
経済を優先する馬英九政権は、台湾内部で、
繁栄のために自立と安全保障を犠牲にして
いるとの批判を浴びている。 

台湾の馬英九政権は、中台間の非公式対話
を再開させ、直航便を定期化し、中国からの
観光客を受け容れ、中国からの投資を拡大し、
両岸経済協力枠組協定を含む 18 の協定を結
ぶなどして、急速に中国との関係緊密化を進
めた。経済を優先する馬英九政権は、台湾内
部で、経済繁栄のために自立と安全保障を犠
牲にしているとの批判を浴びたものの、2012

年には再選された。台湾にとって中国との経
済関係なしに台湾経済の将来を描くことは
ほぼ不可能になりつつある。 

こうした当局主導の中台関係の転換は、ま
さに国共内戦から 60 年あまりを経て、初め
て発生した事象である。日本において、こう
した事象を学術的に分析しようという動き
は極めて少なく、本研究はそれに挑戦するこ
とを目的としている。 

 

３．研究の方法 

第 1 に、共同研究の円滑な推進のため、ミ
ーティング、研究会、ワークショップ等を実
施した。ミーティングは、聞き取り調査の打
ち合わせや、それぞれの研究進捗状況報告の
ために実施した。研究会は、当該分野に詳し
い専門家を招いて開催した。また中国、米国
から専門家を招聘して研究会を開催した。そ
して、北京、上海、台北で現地の専門家とと
もにワークショップを開催した。 

第 2 は、資料収集と聞き取り調査である。 

これまで、台湾、中国、香港の新聞・雑誌に
おける中台関係に関する記事・文献を収集し、
同時に中国、台湾、米国における政策決定の
関係者や当該分野に詳しい研究者への聞き
取り調査を行った。聞き取り調査のテープを
起こし、ワーキング・ペーパーの形で保存・
整理し、分析を加えた。 

 

４．研究成果 

まず 2012 年 5 月に小笠原欣幸・佐藤幸人
編『馬英九再選―2012 年台湾総統選挙の結果
とその影響―』、日本貿易振興機構アジア経済
研究所、の出版に際し、メンバーの内 4 名が
論文を発表している。次に同年 9 月 10 日に
台湾の国立政治大学現代日本研究センター
との共催で国際シンポジウムを開催し、主要



 

 

メンバーが論文を提出して口頭報告を行っ
た。シンポジウムでの討論と、直後に行った
台湾でのインタビューを参考にして、平成 25

年 3 月に、台湾で、同シンポジウムの論文集
である、松田康博・蔡増家編『台湾民主化下
的両岸関係與台日関係』台北、国立政治大学
当代日本研究中心、2013 年、を出版した。
またインタビュー記録はワーキング・ペーパ
ーとしてまとめた。最後に、メンバー全員が
東京大学東洋文化研究所の刊行物である『東
洋文化』の特集号に、平成 25 年中に本研究
の最終的な成果を発表する予定である。 
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